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□ あてはまる項目にチェックをしてみましょう。 

           

    □ 希少価値のある素材を扱っている      

□ 素材や現商品に新たな付加価値をつけたい  

□ 自社の技術を他へも活用してみたい     

□ 減・無農薬栽培に力をいれている         

□ 体験観光など新サービスを考えている    

□ 新たな作目や品種の改革を考えている    

    □ 社会や需要のニーズに対応したい     

    □ 伝統のある資源がある         

    □ 安定供給を目指したい           

     □ 規格外や低未利用品がある  

    □ 独自の技術や栽培方法が売りである 

    □ 生産過程で生じる廃棄物がある 

    □ 安心・安全な商品・サービスに力をいれたい 

    □ 新技術を開発した 

 

 

1 つでも チェックがついた方は、次のページへ 

 

 



１つでもチェックがついた方へ  

↓ 

コラボ（連携）も考えてみませんか？ 

 

農商工連携のススメ 
 

はじめに 

 
磐田市には、特色ある農林水産物や美しい景観など、永い歴史の中で培ってきた貴重

な資源がたくさんあります。また、ものづくりの盛んな当市には、今まで培ってきた技

術やノウハウなどの豊富な経営資源も数多く見られます。 

農商工連携とは、こうした地域資源や、経営資源を最大限に活用するため、農林漁業

者と商工業者の方々がお互いの技術やノウハウを持ち寄り、新たな商品やサービスの開

発・提供、販路の拡大などに取り組むものです。 

本事例集は、農商工連携に興味のある方々に、農商工連携の概要やポイントなどを

先進事例の工夫点を基に作成しました。 

これらの工夫などを取り入れた事業が必ずしも成功するというわけではありませんが、

当事例集が今後、農商工連携に取り組みたいと考えている方や自分の可能性を広げる一

助になることを願います。 

 
【現 状】                     【連携イメージ】 
 
                             
                               

 
   農林漁業者            

 
 
 
製造・建設業     小売業 

工業など      サービス業など 

 

 

1 次産業 

３次産業 ２次産業 

・高付加価値商品やサービスの提供 

・連携による新ビジネスモデルの構築 

1 次産業

３次産業 ２次産業 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第２部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

■事例集  

NO 事例概要 地域 頁

１ ＩＴ農業の実践によって栽培された高品質穀物・野菜の超微細加

工による粉粒体（μフーズ）の開発 

北海道 18

２ 農業・農産物に付加価値を付ける農産加工品の製造販売 千葉県 20

３ 高機能ハトムギエキスを加えた新はとむぎ茶製造・販売事業 富山県 22

４ 摘果みかんを活用した新しい柑橘商品の開発・販売 熊本県 24

５ 青森県下北地方の低アミロース米と地元産魚介類を使った新食

感の冷凍押し寿司の開発、製造及び販売 

青森県 26

６ 機能性野菜「リッチリーフ（Ｒ）」栽培用光源の開発と商品化 浜松市 28

７ 農村農業体験と農村研修のビジネス化による宿泊業との連携 長野県 30

８ 超特選恵那栗の拡大とブランド化 岐阜県 32

９ 未利用地域資源梅酢による加工品のブランド化 和歌山県 34

10 地場産原材料による高品質の淡口醤油、手延素麺開発と販売 兵庫県 36

11 高級田舎ブランド商品の開発による農家所得の保証 大分県 38

12 全国生産額トップの豊橋産青じそを活用した加工品製造・販売 愛知県 40

13 無農薬・無化学肥料米を特殊加工した玄米の生産と新玄米酒開発 磐田市 42

14 宮古島モズクを用いた半生タイプの商品開発と販売 藤枝市 43

15 旬の有機野菜を使用したカレー、ソース等加工品の開発と販売 富士宮市 44

16 高品質な茶葉を使用した高級ボトリング茶の開発及び販売 神奈川県 45

各事例の出典：中小企業ビジネス支援サイトＪ―ＮＥＴ２１」・「地域を活性化する農商工連携のポイント」から資料抜粋 

 

 



第 １ 部  

１ 農商工連携について 

  農商工連携とは？ 
 「中小企業者と農林漁業者が有機的に連携し、お互いの経営資源を持ち寄り新しい事

業に挑戦することにより、新商品若しくは新サービスが実現し、互いの経営の向上を

目指す取組」※１です。 
 つまり、農林漁業者のみ、商工業等を営む中小企業者のみでは、開発・生産することが

難しかった商品・サービスを、両者が協力し合うことで創り出し、市場で販売していくこ

とで、売上げや利益の増加を目指そうとする取り組みのことです。 
  農商工連携の促進は、事業者同士を活性化させる切り札として国の重要施策として位置

づけられており、新商品開発や販路開拓などに取り組む農林水産業と商工業者に対して、

法律に基づき認定し、総合的に支援します。 
※１ 農商工連携促進法（平成２０年７月２１日施行） 

 
       農林漁業者         中小企業者 
 
       
 
 
    地域資源    有機的連携   経営資源 

                   
            
          
                新商品・新サービス 

               開発・販売促進など 
 
                           
 

新たな市場の創出 

               経営力向上 

          地域の雇用・就業機会の拡大 

 

絵 図 転 記 ：「 中 小 企 業 ビ ジ ネ ス 支 援 サ イ ト Ｊ ― Ｎ Ｅ Ｔ ２ １ 」 絵 で 見 る 農 商 工 連 携 Ｑ ＆ Ａ よ り 

http://j-net21.smrj.go.jp/expand/noshoko/qa/index.html#qa01 

 

農林水産資源や

技術など 

技術や 

ノウハウ、販路 

など
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 農商工連携認定事例の特徴と現状 
 平成 23 年６月 30 日までに 435 件の農商工等連携事業が法律に基づき、認定を受けていま

す。うち静岡県内の認定事業数は、15 件（3.4％）、磐田市内は１件です。 
認定事業の概要や特徴については、下記のとおりです。 
 
①連携事業で活用される農林水産資源（435 件の内訳） 
農商工連携による新しい商品やサービスの市場分野は、全体として「食」に関するもの

が多く、次に住宅や建材、花き、植栽等の主にホームセンターで取り扱うような商品、観

光を主とした商品、化粧品などが見られます。 

 
②認定事業の傾向 

分 類 件 数 ％ 備 考 

野菜類 133 30.6 トマト、レタス、芋、大根、梅、いちごなど 

魚貝類、海藻類など 61 14.0 ふぐ、ぶり、かき、もずく、しらすなど 

果実類 47 10.8 ぶどう、柿、りんご、ブルーベリー、みかんなど

その他植物 38 8.7 花卉類、桑、薬草、ゴマ、山椒など 

米穀・雑穀類 27 6.2 米、雑穀、玄米など 

生鮮肉類 27 6.2 牛、豚、鶏など 

豆類 25 5.8 大豆、小豆など 

林産資源 21 4.8 杉、ヒノキ、タブノキなど 

未加工飲料作物 18 4.1 茶など 

畜産資源（生鮮肉類除く） 15 3.5 牛乳、鶏卵、ダチョウ卵、はちみつなど 

体験型観光 7 1.6  

その他 16 3.7 家畜排せつ物など 

 事 業 傾 向 参照頁 

１ 農林水産物を活用した新たな加工品やサービスの開発 20,22,26,38,42,43,45 

２ 規格外野菜、規格外海産物の活用 18,24,28,34,40,44 

３ 地産地消、域外からの原材料を域内に転換 44,45 

４ 観光資源と連携した新たな販売手法の確立 20,24,30 

５ 産地野菜のような産地ブランドの復活 32,34,38,40 

６ 規格外品のパウダー化、ピューレ、ペースト、ドライ化 18,24,44 

７ 工業技術を利用した新しい付加価値化 18,28,43,45 

８ 安全安心、トレーサビリティ、環境配慮型、残さ等の循環型 18,24,36 
９ 連携体による新たな販路開拓 18,24,20,36 

「②認定事業の傾向」の出典： 

農商工連携人材育成塾～ブランド戦略～株式会社ものづくり研究所 代表取締役 北條規氏作成資料より抜粋 

             6



③農商工連携認定事例の現状 
  ここでは、農商工連携認定事例にみられる事業展開の現状を３つあげています。 

 
■連携構築  ：個々の連携体  ＜ 多様な連携体          

  連携の形態については、農業と商業、工業と商業など多様な形態が見られますが、農林

水産業者と商工業者の個々の連携だけでなく、農林水産業者同士や商工業者同士も有機的

に連携しているパターンも多く見られます。 
一定産地の農林水産業者による生産体制を構築することにより、さらなる安定供給が期 

待できます。また、商工業者同士の連携は、加工技術に加え、貯蔵・保存技術も期待でき

るなど、新商品・新サービスにより効果的な付加価値を加えることが可能となります。 
 
 

                          ＜ 
    
■事業展開  ：製品化 ＞ 商品化 ～求められる綿密なマーケティング戦略～ 
農商工連携認定事例をはじめ連携により、高い付加価値をつけて開発された製品は、残

念ながら「良い製品を作ったが、売れない」状態となり、商品化までには至ってないケー

スも見られるようです。 
売れる商品を目指すためには、連携者同士が他機関等も巻き込みながら、綿密なマーケ

ティング戦略をたて、販路を確保する必要があります。 
 

 

 

 

■連携後の展開 ：現市場から新たな市場展開へ 

 農商工連携のねらいは、農林漁業者、中小商工業者が通常の取引枠を超えて、協力関係

を築くこと、互いの経営資源を持ち寄り、売れる商品を開発・販売することです。 

 連携後の事業展開として、現市場から新たな市場を展開する例やさらなる新商品・サー

ビスが提供されている例も見受けられます。 

結果、それぞれの連携体の経営資源（ヒト・モノ・カネ）も向上し、 

経営力の向上が図られているようです。 
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２ 農商工連携のポイント 

 先進事例にみる連携のポイント 
連携事業を行う過程では、それぞれの立場の違いから、事業に対する考え方や価値観の

相違、製品の品質安定や均一化が図れないなど様々な課題が想定されます。 
  ここでは、事業を展開する過程で、連携者が取り組んだ事例などを挙げています。 
 
 

    
 
 

 
 
   

・消費ニーズなどの情報把握 
  ・自社の強みや弱みの分析 
  ・連携相手の強みや弱みの分析 
 
 
 

  
■連携相手の考え方 

  ・事業理念が明確で共通しているか 
  ・目指すべき戦略を共有しているか 
  ・自立と共助の精神があるか 
  ・地域内外の同志や異業種分野を巻き込めるか 
  ・連携する者に互いにメリットがあるか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 現 状 分 析 

２ 出 会 い  ～戦略的な連携関係が構築できるか～ 

～出会いの方法は、多種多様～ 

 

・マッチング  ・信頼している人からの紹介 ・今までのつながり 

・異業種交流会 ・協議会 ・支援機関や融資機関からの紹介 

・ターゲットとする層が同じ異業種分野からアプローチ 

１ 現状分析 ２ 出会い 
３ 連携体制の構築 ４ 連携事業の展開 
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■互いの立場を理解する                ◆先進的な取り組み事例（頁） 
・農林漁業の特殊性を理解しているか 
 農産物＝天然物のため、収穫時期や量、 

品質などの調整が比較的難しい 
 商工業者の求める品質、価格、納期、 

経営感覚やスピード感のズレ 
  
■ＷＩＮ－ＷＩＮの関係 
・役割やルールの明確化～ 
 取引や利益配分ルールの設定 
 役割等が明確に記載された契約の遵守 
 
 
■人材の確保・登用・育成 
  
 
■支援機関の活用 
  
 
■地元の企業の巻き込み    
 

■農と商工業の特徴 

  主に農業 商工業 

生産 原則年１回 通年生産 

生産拠点 土地は動かせない 最適な場所を選択 

生産対象 動物・植物 非生命体 

工程管理 お天道様次第 科学的管理 

保管流通 鮮度重視 ジャストインタイム 

労務 家族労働 雇用 

投資回収サイクル ３～７年くらい １年～３年 

市場との距離 遠い 近い 

食と農研究所 加藤寛昭氏作成資料から抜粋

３ 連係体制の構築                    

１ 現状分析 
３ 連携体制の構築 

２ 出会い ４ 連携事業の展開 

◆フォーラム等を通じた対等な立場での交流（18） 

◆機能重視の連携体制を構築（28） 

◆交流と品質向上を目的とした圃場、工場見学（36） 

◆テストマーケティングなどへの合同参加（40） 

◆農商工の共同出資による株式会社設立（18） 

◆生産者の所得補償（32,38） 

◆協議会の設置（32,34） 

◆学と連携し、信頼性獲得と高付加価値化（22,30） 

◆「経営力」あるリーダーを中心とした連携体（43） 

◆地元銀行や支援機関の活用（28） 

◆農消資本会社の設立 （20） 

◆行政機関の活用  （22,34） 

◆多様なネットワークの構築（22）   

◆生産者への情報提供（36） 

◆企業の地域貢献とマッチした連携（38） 
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■商品・サービスの企画と開発 
 ・高付加価値化 
  差別化と独自性の付与 
 ・多角化 
  生産・加工・販売に留まらず、飲食、 

体験、観光などのサービス事業の展開 
 ・生産過程の効率化 
    商工業の技術やノウハウを活用した 

生産効率の向上 
 
 

 
■販路開拓 → 販路拡充へ 

 ・販路先の開拓 
  地域や都市圏などへの商品やサービス 
  の提供、誘客などの需要の掘り起し 
 ・海外市場への開拓や輸出 
  
   
 
 

 
■情報発信 

 ・消費者に訴求力の高い媒体の工夫 
 ・外部媒体や機関の活用 
 ・雑誌や新聞などの地元メディアの活用 
 
                 
 

 

１ 現状分析 ２ 出会い ３ 連携体制の構築 
４ 連携事業の展開 

４ 連係事業の展開                    

◆地域文化等の「ストーリー性」付与（24,26） 

◆多方面の連携により多角的な事業展開に着手（20,24）

◆消費者ニーズを把握する販売業者との商品開発（20）

◆ＩＴ化による農業の効率化・付加価値化 （18,28）

◆大企業との連携（36） 

◆マーケティングに基づいた商品開発、専門家による 

商品認定 （34） 

◆地産地消をテーマに活動している企業とのタイアッ

プ（22） 

◆製品の健康食品化 （22） 

◆地域一体となった販路開拓（22） 

◆自社の販売ネットワークの活用（24） 

◆取引先への農場見学や体験の提供（20） 

◆契約栽培・契約販売を基本としたメニュー提案（20）

◆大企業のネットワークを活かした販路の拡充（24） 

◆市民特別価格の限定商品の企画・販売（38） 

◆大都市圏への商談会への参加（30） 

◆農産物・農産加工品の宅配サービスの実施（20） 

◆海外への学校訪問等での説明会の実施（30） 

◆統一ロゴ・パッケージ、売価などの統一化（34）

◆機関紙の発行（32） 

◆飲食店や販売店等とのタイアップ企画（20,22）

◆海外での商品発表（38） 
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㈱農健 圃場 
 
 
 
 
 

川島米穀店 
 
 
～連携の経緯～ 
 

川島米穀店は、炊

きやすく食べやす

い玄米を商品化す

る中で、付加価値を

高めるため、稲作農

家の㈱農健と原料

の栽培を無農薬・無

化学肥料化するこ

とについて協力、連

携を開始した。 

また、川島米穀店

は、玄米特殊加工が

発酵にも有益であ

ることに着目し、以

前から親交のあっ

た関谷醸造（株）と

も連携し、玄米酒の

開発を行った。 

 

 

 

 

 

      商業者 川島米穀店（浜松市） 生産者 株式会社農健（磐田市） 

      店 主 川島正光さん     代表取締役 砂川利広さん 

 

 
 
Ｑ連携相手の選定は、連携の最初の壁だと思いますが、選定のポイントは？ 

 

Ａ川島さん：信頼している共通の知人（浜名湖ファーム）からの紹介です。 
当店は、浜名湖ファームさんへ米ぬかを提供しており、浜名湖ファームさん

の堆肥を㈱農健さんが利用する繋がりがありました。信頼している方に自分の

思いを伝え、紹介されたのが㈱農健の砂川さんでした。 
砂川さんのお顔を拝見し、人柄も良い人だということが伝わってきました。

また、話をする中で、生産者と商業者の立場は違えど、「安全・安心、食べて

健康になるものを作りたい！」という理念が一致していることが解りました。 
常に美味しいものを消費者へ提供し、喜んでもらいたい、そのために常に技

術研鑽をしている同志であったことも決め手の１つでした。 
 
 
 

 Ｑ商品を開発する過程で、綿密な打合せなどは行いましたか？ 

 

Ａ砂川さん：していません。お互いの技術を信頼していますから。団体スポーツと

同じで、監督の指示後は選手が勝利に向かって、個々の能力を最大限に活かすのみ、

川島さんを核に、各々が生産者や中小企業の立場を理解していたので、ストレスも

なかったです。 

販路を確保してからの事業化を   ～磐田市の事例から～ 

１ 出会い ～信頼の縁で繋がるパートナーシップ 

２ 商品開発 ～互いの資源を最大限に活かす～ 
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玄米酒「玄氣」（げんき）。 

㈱農健の無農薬・無化学

肥料米を使用し、川島米穀

店の特殊精米技術を核に酒

造会社の関谷酒造㈱と開

発。 

玄米の芳香な香りとワイ

ンのようなテイストが楽し

める。 

また、二日酔いになりに

くく栄養価の高い健康酒。 

 
 
Ｑ販売手法は、商品開発の段階から考えていたのですか？ 

 
Ａ川島さん：実は、製品化後の事は余り考えておらず、販促面で

非常に苦労しました。想定した市場では売れず、数年間は多大な

苦労と投資をしました。販促費に費やすべきところを、技術開発

に費やしたり…。試行錯誤の末、インターネット販売に辿りつき、

購入者の心を揺さぶるような工夫もしました。 
その結果、「玄氣」は売れだしました。今では、首都圏を中心に、

関西や中京圏からの購入も多いですね。この商品は、限定販売で

す。大量販売となると、売り先や仲介者の理解も必要ですし、販

路体制を構築してから商品開発を行うことが必要ですから。    
また、販促には、即戦力のある営業組織が必要です。営業に関

する知識や体験もなく、売り込むのは本当に大変でした。そうい

う意味では、地元の販路を上手に活用するのもポイントです。製

品の開発段階から、地元の小売店の担当者やバイヤーに関わって

もらうのも１つの方法だと考えます。 
 しかし、売れるかどうかは別の話ですよ。 
 
Ｑ今回の効果について教えてください。 

 

Ａ砂川さん：今回の農商工連携に関わることで、皆さんから注目

してもらい、弊社のＰＲにつながりました。今までは栽培ばかり

していましたが、川島さんと関わることで、販路開拓をはじめ経

営面で勉強になり、農業をビジネスとして考える良い機会になり

ました。自分の力で出来る事は限られますが、人と関わる中で新

たな展開が生まれることに気づきました。 
 
川島さん：信頼のおける生産者の名前を使わせて頂いての製品で

すので、良い刺激になりました。農商工連携の認定を受けること

で、お墨付きや社会的な信用も得られるのは効果の１つです。 
今後も様々な人と関わる中で、新商品の戦略を練っていきます。 

 

 

 

３ 販路開拓 ～売れるまでは、いばらの道よりも険しい？～
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 ワンポイント アドバイス  

売れる商品の条件とは 

 

１ 生産者や職人の顔を見えるもの。誰がつくったか。 

２ ○○推薦、○○が使用しているなど権威づけられたもの。 

３ 歴史的、文化的、うんちくやストーリーがあるもの。 

４ そこでしか買えないもの、手に入らないもの。 

５ これを使うとどうなるのかのメリットが明確なもの。 

６ 産地が明確なもの、地域の顔が見られるもの。 

７ たくさんの人向けではなく、この人やこの時だけに。 

８ 安全安心な品質を持っている。 

９ コンセプト、カテゴリーが絞られたもの。 

 

 

 バイヤーと事業者との「売れる商品」認識ギャップ 

    

    ・価格訴求に走りすぎ        → 付加価値が欲しい  価値＞価格 

  ・作り手・売り手の思い込みが強すぎ → 作り手論理＜買い手利益 

  ・あれこれ機能が付き過ぎ      → これしかできない、足し算より引き算 

  ・ストーリー性・うんちくがない   → 買う必然性 

  ・ターゲットが不明確     → 年齢・性別等の絞込み、こんな人のこんな時 

  ・消費者の生活様式の変化を把握していない → 時代、個食、情報武装 

  ・競合商品情報の未確認    → 類似商品の市場調査必須、競争優位性の確保 

  ・従来商品との違いが分かりにくい → 今までとここが違う 

  ・安全・安心表示     → 産地、トレーサビリティ、データ根拠、エビデンス 

  ・販路を誤っている    → どのチャンネルが当てはまるか 

  ・原価から積み上げて上代設定している → 商品の価値と貨幣の交換 

   

  出典：農商工連携人材育成塾～ブランド戦略～ 講師 株式会社ものづくり研究所代表取締役 北條規氏作成資料抜粋 
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３ 支援制度・窓口 

 農商工等連携促進法による事業計画の認定 

  事業計画の認定を受けた事業者に対しては専門家によるアドバイスなどのほか、試作品開発

や販路開拓に対する補助、中小企業信用保険法の特例、政府系金融機関の低融資等の支援が受

けられます。 
∇国の認定申請に向けた相談窓口 
しずおか産業創造機構       電話：０５４－２７３－４４３４ 
静岡県商工会連合会        電話：０５４－２５５－９８１１ 
中小企業基盤整備機構 関東支部  電話：０３－５４７０－１６４０ 

 
 しずおか農商工連携基金による助成事業  

 財団法人しずおか産業創造機構では、静岡県、中小企業基盤整備機構と共同で総額 10 億円

の「しずおか農商工連携基金」を造成し、地域産業の活性化をはかるため、中小企業者と農林

漁業者が連携して行う、新商品の開発・販路開拓・省エネ等への取組に対して助成金を交付す

る「しずおか農商工連携基金助成事業」を実施しています。 
∇中遠農林事務所（地域振興課）   電話：０５３８－３７－２２７７ 
水産技術研究所（研究統括監）   電話：０５４－６２７－１８１８ 
http://www.ric-shizuoka.or.jp/about/noshoko/ 

  

 中小企業基盤整備機構による支援 

農商工等連携促進法に基づき新事業展開に取り組む中小企業者と農林漁業者は、共同して事

業計画を策定して、国に提出します。事業計画作成から認定後の実行まで総合的にサポートし

ます。 

∇中小企業基盤整備機構関東支部  電話：０３―５４７０－１６４０ 

  関東経済産業局産業部経営支援課 電話：０４８－６００－０３３２ 

 http://j-net21.smrj.go.jp/expand/noshoko/contact/index.html 

 

 静岡県の相談窓口 

∇中遠農林事務所 企画経営課   電話：０５３８－３７－２２６８ 
水産技術研究所         電話：０５４－６２７－１８１８ 
経済産業部マーケティング推進課 電話：０５４－２２１－３６５３ 

 
 市の担当窓口 

 ∇磐田市産業部  商工観光課   電話：０５３８－３７－４９０４ 
          農林水産課   電話：０５３８－３７－４８１３     
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４ Ｑ＆Ａ 

 

Ｑ「農商工連携」のメリットは何ですか。 

  

Ａ農林漁業者や中小企業者が有機的に連携することにより、新たな商品やサービスを創出し、市

場で販売していくことで、売り上げや利益の増加につながります。新たな市場の創出により、地

域の雇用や就業機会の拡大も期待できますし、連携者の経営力も向上します。 

 

Ｑ「農商工連携」と「６次産業化」の違いを教えてください。 

 

Ａ農商工連携は、農林水産業者と商工業者が各地域の経営資源を持ち寄り、新商品やサービスの

開発等に取り組むことです。 
 ６次産業は、農林水産物の生産だけでなく、食品加工、流通・販売などにも農業者が主体的、

総合的に関わることで、第２次・３次産業者が創出していた付加価値を農業者が得ようとする取

組を指します。 
 両者ともほぼ同様の意味で捉えられることが多く、明確な違いは定義しにくいですが、６次産

業化が農林業者の事業領域の拡大や所得拡大など農業を軸とした視点で捉えることが多いのに

対し、農商工連携は、農業者や商工業者の経営改善を目的とし、双方が連携することで新産業を

創出するなど「地域における異業種連携」に軸を置いています。 
 
Ｑ農商工連携を支援する法律があるそうですが、その内容と申請方法を教えてください。 

 
Ａ平成 20 年の 7 月 21 日に「農商工等連携促進法」が施行されました。この法律は、「農商工連

携」に取り組む方々の事業計画を国が認定し、認定された計画に基づいて事業を実施する方々を

各種支援策でサポートするものです。 
計画を申請するためには、農林漁業者、商工業等を営む中小企業者※で、両者が連名で申請を

しなければなりません。認定を受けた事業者は、専門家によるアドバイスや販路開拓のサポート

などのほか、試作品開発や販路開拓のための市場調査等に対する補助（2／3 補助）、設備投資減

税（30％の特別償却又は 7％の税額控除）、中小企業信用保証の特例、政府系金融機関の融資等

の支援策が受けられます。 
なお、申請に関するご相談などは、「３ 支援制度・窓口」に記載されている各窓口へお問 

い合せください。 
 ※計画の申請ができる「中小企業者」は、業種分類ごと定められた資本金又は従業員数の要件を満たす個人、

法人となります。詳細は下記サイトをご参照ください。 

中小企業ビジネス支援サイト （http://j-net21.smrj.go.jp/expand/noshoko/qa/index.html#qa01） 
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５ 参考資料 

  事例紹介や農商工連携の認定について 

 ・農商工連携パーク（中小企業ビジネス支援サイト Ｊ―ＮＥＴ２１） 
  http://j-net21.smrj.go.jp/expand/noshoko/index.html?left01 
 ・農商工連携８８選 
  http://www.meti.go.jp/press/20080404002/03_jirei.pdf 
 ・農商工連携ビジネスアイデア集 
  https://www.noushoukou-platz.jp/Document/BizIdea 

・地域を活性化する農商工連携のポイント  
～農商工連携ベストプラクティス３０を参考に～ 

 http://www.meti.go.jp/press/20100402001/20100402001-2.pdf 
・商業・地域サポート 農商工連携（中小企業庁） 
 http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/noushoko/index.html 
 

 国の動き 

・経済産業省のホームページ 

http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/nipponsaikoh/nipponsaikohnoushoukou.htm 

・農林水産省のホームページ 

http://www.maff.go.jp/j/soushoku/sanki/nosyoko/index.html 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ／ 磐田市商工観光課 電話０５３８－３７－４９０４ 

            磐田市農林水産課 電話０５３８－３７－４８１３ 

 

 

 

             16



 

 

 

 

 

 

 

第２部 事例集 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各事例の出典：中小企業ビジネス支援サイトＪ―ＮＥＴ２１」・「地域を活性化する農商工連携のポイント」から資料抜粋 
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本事例集は、農商工連携に興味のある方々に、 

農商工連携の概要やポイントを 

  先進事例の工夫点などを基に作成しました。 
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